

愛媛県告示第５７２号
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第７００条の６の４第３

項の規定に基づき、次のとおり特約業者の指定を取り消した

。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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愛媛県告示第５７４号
鳥獣保護及狩猟ニ関スル法律（大正７年法律第３２号）第１

条ノ２第１項の規定に基づき、第９次鳥獣保護事業計画を立

てた。

第９次鳥獣保護事業計画書の写しは、愛媛県県民環境部環

境局自然保護課並びに各地方局産業経済部林業課及び各地方

局出張所林業課において供覧する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行


愛媛県告示第５７３号
次のとおり随意契約の相手方を決定した。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社
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愛媛県告示第５７５号
愛媛県職業訓練生災害見舞金支給規程（昭和４０年３月愛媛

県告示第２６４号）の一部を次のように改正し、告示の日から

施行する。ただし、この告示の施行の際現に改正前の愛媛県

職業訓練生災害見舞金支給規程様式第４号の規定により提出

されている書類は、改正後の愛媛県職業訓練生災害見舞金支

給規程様式第４号の規定により提出された書類とみなす。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

様式第４号中「様式第４号」を「様式第４号（第３条関係

）」に、
負傷または
発病年月日

「
を

負傷又は発
病年月日

「
に、「治ゆ」を「

」 」

治癒」に、「こえる」を「超える」に、
「看護婦

を
「看護

附添婦」 付添

師
に改め、同様式記入上の注意２中「附添看護」を「付添

人」

看護」に、「看護婦免許証の写」を「看護師免許証の写し」

に、「および」を「及び」に、「看護婦が」を「看護師が」

に、「附添婦または家族がつきそつた」を「付添人又は家族

が付き添つた」に改め、同様式記入上の注意３及び４中「お

よび」を「及び」に改め、同様式記入上の注意５中「消す」

を「、消す」に改める。
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愛媛県告示第５７６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定

により、西条市船屋土地改良区から認可申請のあった新たな

土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

長福地区）の施行を平成１４年３月６日認可した。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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愛媛県告示第５７７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定

により、西条市船屋土地改良区から認可申請のあった新たな

土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）・矢倉長福

地区）の施行を平成１４年３月６日認可した。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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愛媛県告示第５７８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定

により、西条市飯岡土地改良区から認可申請のあった新たな

土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

早川地区）の施行を平成１４年３月６日認可した。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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愛媛県告示第５７９号
土居町小林土地改良区から認可申請のあった新たな土地改

良事業（県単独補助土地改良事業（農道）・中井出地区）の

施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律

第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６項

の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）

・中井出地区）計画書の写し

� 土居町小林土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１４年３月１８日から４月１５日まで

３ 縦覧場所

土居町役場
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愛媛県告示第５８０号
土居町上野土地改良区から認可申請のあった新たな土地改

良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・猿喰ゲ

ート地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（

昭和２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法

第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供

する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・猿喰ゲート地区）計画書の写し

� 土居町上野土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１４年３月１８日から４月１５日まで

３ 縦覧場所

土居町役場
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愛媛県告示第５８１号
土居町北野土地改良区から認可申請のあった新たな土地改

良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・鍛地区

）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年

法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第

６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・鍛地区）計画書の写し

� 土居町北野土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１４年３月１８日から４月１５日まで

３ 縦覧場所

土居町役場
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愛媛県告示第５８２号
土居町北野土地改良区から認可申請のあった新たな土地改

良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・神の木

地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８

愛 媛 県 報平成１４年３月１５日 第１３３９号

２９８



条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する

。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・神の木地区）計画書の写し

� 土居町北野土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１４年３月１８日から４月１５日まで

３ 縦覧場所

土居町役場
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愛媛県告示第５８３号
土居町北野土地改良区から認可申請のあった新たな土地改

良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・鍛屋上

地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８

条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する

。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・鍛屋上地区）計画書の写し

� 土居町北野土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１４年３月１８日から４月１５日まで

３ 縦覧場所

土居町役場
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愛媛県告示第５８４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の

規定により、東宇和郡明浜町大字俵津地域に係る県営土地改

良事業計画を変更したので、同条第６項において準用する同

法第８７条第５項の規定により、次のとおり土地改良事業変更

計画書の写しを縦覧に供する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（畑地帯総合土地改良事業・俵津地区

）変更計画書の写し

２ 縦覧期間

平成１４年３月１８日から４月１５日まで

３ 縦覧場所

明浜町役場
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愛媛県告示第５８５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、伊予市から協議のあった市営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・上吾川野々窪池地

区）の施行に平成１４年３月６日同意した。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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愛媛県告示第５８６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、小田町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（農道）・トリノクボ地区）の施行に

平成１４年３月６日同意した。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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愛媛県告示第５８７号
久万町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（かんがい排水）・西之浦地区）の施行は、適当

と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第

９６条の２第５項において準用する同法第８条第６項の規定に

より、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 久万町営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（か

んがい排水）・西之浦地区）計画書の写し

� 久万町営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例

の写し

２ 縦覧期間

平成１４年３月１８日から４月１５日まで

３ 縦覧場所

久万町役場
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愛媛県告示第５８８号
久万町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（農道）・中組地区）の施行は、適当と認められ

るので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第

５項において準用する同法第８条第６項の規定により、次の

とおり関係書類を縦覧に供する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 久万町営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農

道）・中組地区）計画書の写し

� 久万町営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例

の写し

２ 縦覧期間

平成１４年３月１８日から４月１５日まで

３ 縦覧場所

久万町役場
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愛媛県告示第５８９号
久万町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（農道）・帯石地区）の施行は、適当と認められ

るので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第

５項において準用する同法第８条第６項の規定により、次の

愛 媛 県 報平成１４年３月１５日 第１３３９号
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とおり関係書類を縦覧に供する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 久万町営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農

道）・帯石地区）計画書の写し

� 久万町営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例

の写し

２ 縦覧期間

平成１４年３月１８日から４月１５日まで

３ 縦覧場所

久万町役場
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愛媛県告示第５９０号
久万町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（農道）・広瀬地区）の施行は、適当と認められ

るので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第

５項において準用する同法第８条第６項の規定により、次の

とおり関係書類を縦覧に供する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 久万町営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農

道）・広瀬地区）計画書の写し

� 久万町営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例

の写し

２ 縦覧期間

平成１４年３月１８日から４月１５日まで

３ 縦覧場所

久万町役場
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愛媛県告示第５９１号
野村町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（農道）・岡地区）の施行は、適当と認められる

ので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５

項において準用する同法第８条第６項の規定により、次のと

おり関係書類を縦覧に供する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 野村町営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農

道）・岡地区）計画書の写し

� 野村町土地改良事業分担金徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成１４年３月１８日から４月１５日まで

３ 縦覧場所

野村町役場
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愛媛県告示第５９２号
農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号。以下「法

」という。）第７条第１項の規定により、農地保有合理化事

業の実施に関する規程を次のとおり承認した。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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愛媛県告示第５９３号
家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号）第５条第１項

の規定に基づき、ブルセラ病及び結核病、ヨーネ病、馬伝染

性貧血、家きんサルモネラ感染症等の検査を次のとおり実施

する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 実施の目的

ブルセラ病及び結核病、ヨーネ病、馬伝染性貧血、家き

んサルモネラ感染症等の発生の状況及び動向を把握し、そ

の発生を予防するため

２ 実施の対象となる家畜の範囲及び実施する区域

� ブルセラ病

� 結核病

	 ヨーネ病

承認を受けた農地保
有合理化法人の種類

承認に係る農地保有
合理化事業の種類 承認年月日

周桑農業協同組合 法第４条第２項第１
号に掲げる事業 平成１４年３月７日

実施の対象となる牛の範囲 実施する区域

１ 搾乳の用に供し、又は供する目

的で飼育している雌牛及びこれと

同一施設内で飼育しているその他

の牛

大洲市、喜多郡全域、

宇和町、八幡浜市

２ 種付けの用に供し、又は供する

目的で飼育している雄牛及びこれ

と同一施設内で飼育しているその

他の牛

３ その他知事の指定する牛

県下一円

実施の対象となる牛の範囲 実施する区域

１ 搾乳の用に供し、又は供する目

的で飼育している雌牛及びこれと

同一施設内で飼育しているその他

の牛

野村町、城川町

２ 種付けの用に供し、又は供する

目的で飼育している雄牛及びこれ

と同一施設内で飼育しているその

他の牛

３ その他知事の指定する牛

県下一円

実施の対象となる牛の範囲 実施する区域

１ 搾乳の用に供し、又は供する目

的で飼育している雌牛及びこれと

同一施設内で飼育しているその他

の牛

川之江市、伊予三島市

、新居浜市、宇摩郡全

域、越智郡全域、宇和

島市、吉田町、三間町
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 馬伝染性貧血

� 家きんサルモネラ感染症（ひな白痢）

� 知事の指定するその他の疾病

３ 実施の期日

平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までの間におい

て、所轄の家畜保健衛生所長が指定する日

４ 検査の方法

� ブルセラ病

� 結核病

	 ヨーネ病


 馬伝染性貧血

家畜伝染病予防法施行規則（昭和２６年農林水産省令第

３５号）に定める方法で行う。

� 家きんサルモネラ感染症（ひな白痢）

急速凝集反応法

� 知事の指定するその他の疾病

知事の指定する方法
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愛媛県告示第５９４号
家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号）第６条の規定

に基づき、流行性脳炎の発生予防のための注射を次のとおり

実施する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 実施の対象となる家畜の範囲及び実施する区域

２ 実施の期日

平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までの間におい

て、所轄の家畜保健衛生所長が指定する日

３ 注射の方法

ワクチン接種法
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愛媛県告示第５９５号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定

により、次のように保安林の指定をする。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 保安林の所在場所

宇和島市寄松字梶畑乙２５１の１、乙２５１の２、乙２６５

の１、乙２６５の２、字務谷乙２６６の１、乙２６６の２、乙

２６７の１から乙２６７の３まで、乙２６８、乙２６９の１から

乙２６９の３まで、乙２７０、乙２７１の１から乙２７１の３ま

で、乙２７２から乙２７４まで、乙２７８、乙２７９、乙２８０の

１から乙２８０の３まで、乙２８１の１、乙２８２の１、乙２

８３から乙２８５まで、乙２８６の１、乙２８７の１、乙２８７の

２、乙２８８、乙２８９の１から乙２８９の３まで、乙２９０か

ら乙２９３まで、乙２９４の１、乙２９４の２、乙２９６の１、

乙２９６の２、甲１４３４、甲１４７８、甲１４８０から甲１４８４まで、

字固城甲１４７６、甲１４７９

� 指定の目的

土砂の流出の防備

	 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

字務谷乙２６６の１、乙２６９の１、乙２７１の１、乙

２９０、乙２９１、乙２９３

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定

めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

２� 保安林の所在場所

宇和島市三浦東２５５４

� 指定の目的

土砂の流出の防備

	 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

、松野町、津島町、南

宇和郡全域

２ 種付けの用に供し、又は供する

目的で飼育している雄牛及びこれ

と同一施設内で飼育しているその

他の牛

３ その他知事の指定する牛

県下一円

実施の対象となる馬の範囲 実施する区域

１ 種付けの用に供し、又は供する

目的で飼育している雄馬

２ 競馬法（昭和２３年法律第１５８号

）による競馬に出場する馬

県下一円

実施の対象となる鶏の範囲 実施する区域

人工ふ化の用に供し、又は供する目

的で飼育している鶏
県下一円

実施の対象となる家畜の範囲 実施する区域

知事の指定する家畜 県下一円

実施の対象となる豚の範囲 実施する区域

１ 繁殖の用に供し、又は供する目

的で飼育している雌豚

２ 種付けの用に供し、又は供する

目的で飼育している雄豚

県下一円
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立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

３� 保安林の所在場所

温泉郡中島町大字野忽那甲３、乙６

� 指定の目的

土砂の流出の防備

	 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

４� 保安林の所在場所

温泉郡中島町大字饒乙２７の１、乙２７の２、乙２８、乙２９

の１、乙２９の２、乙３０の４、乙３２、乙３３、大字吉木乙４

４３

� 指定の目的

土砂の流出の防備

	 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

大字饒乙２８・乙３２・乙３３・大字吉木乙４４３（以上

４筆について次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定

めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

５� 保安林の所在場所

北宇和郡津島町大字近家字ヤグマ乙３、乙５の４、乙

５の１１、乙５の２５

� 指定の目的

土砂の流出の防備

	 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

字ヤグマ乙５の４、乙５の１１、乙５の２５

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定

めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及

び関係書類を愛媛県庁並びに宇和島市役所及び関係町役場に

備え置いて縦覧に供する。）
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愛媛県告示第５９６号
愛媛県海砂利採取認可要綱（昭和５５年１２月１日制定）第３

条第１項の規定により、平成１４年度の海砂利に係る年間採取

認可総量を次のとおり決定した。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 平成１４年度の海砂利に係る年間採取認可総量

３，０００，０００立方メートル

２ 知事は、平成１４年度においては、１の年間採取認可総量

の範囲内で砂利採取法（昭和４３年法律第７４号）第１６条の認

可をするものとする。


愛媛県告示第５９７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局丹原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行


愛媛県告示第５９８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局丹原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 壬生川丹原線
周桑郡丹原町大字北田野８７８番１地先から

同大字８９３番２地先まで

旧 １３．８ ０．１２０

新 １３．８～２７．４ ０．１２０
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愛媛県告示第５９９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行


愛媛県告示第６００号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 壬生川丹原線 周桑郡丹原町大字願連寺５１８番９ 平成１４年３月２５日

〃 〃
周桑郡丹原町大字北田野８７８番１地先から

同大字８９３番２地先まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３１７号
今治市別宮町七丁目１４番１地先から

同市石井町一丁目７３番１地先まで

旧 １５．０ ０．０７０

新 １５．０～２８．０ ０．０７０

〃 〃
今治市近見町二丁目甲１０３番５地先から

同町二丁目甲１０９番１地先まで

旧 ２３．２～３０．６ ０．１００

新 ２４．７～２５．６ ０．１００

県 道 今治波方港線
今治市北宝来町三丁目３番３２地先から

同町三丁目３番４地先まで

旧 １７．７～２２．５ ０．０２５

新 １７．７～５１．８ ０．０２５

〃 今治丹原線
今治市五十嵐字額ヶ内甲２３番１地先から

同市新谷字太田甲１５０４番２地先まで

旧 ５．２～１４．５
１３．６～３２．４

０．７７５
０．７２３

新 ５．２～１４．５
１３．６～３２．０

０．７７５
０．７２３

〃 〃
今治市新谷字赤田甲７６７番１地先から

越智郡朝倉村大字古谷甲１２２０番地先まで

旧 ４．７～１３．０
１２．６～６２．７

０．７９６
０．７７３

新 １２．６～６２．７ ０．７７３

〃 波方環状線
越智郡波方町大字波方字野間手甲３１８０番１地先から

同大字字大角乙９４６番２地先まで

旧 ９．８～２５．０ ０．１３１

新 １２．０～３０．０ ０．１３１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３１７号
今治市別宮町七丁目１４番１地先から

同市石井町一丁目７３番１地先まで
平成１４年３月１５日

〃 〃
今治市近見町二丁目甲１０３番５地先から

同町二丁目甲１０９番１地先まで
〃

県 道 今治波方港線
今治市北宝来町三丁目３番３２地先から

同町三丁目３番４地先から
〃
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愛媛県告示第６０１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行


愛媛県告示第６０２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行


愛媛県告示第６０３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

〃 今治丹原線
今治市五十嵐字額ヶ内甲２３番１地先から

同市新谷字太田甲１５０４番２地先まで
〃

〃 波方環状線
越智郡波方町大字波方字野間手甲３１８０番１地先から

同大字字大角乙９４６番２地先まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 鈍川伊予大井停車場線

越智郡玉川町大字大野字モリタ甲１３２番１から

同町大字摺木字若佐地甲１２２番４地先まで

及 び

越智郡玉川町大字大野字ミヤノ下甲１５１番１地先
から

同町大字摺木字若佐地甲１２２番４地先まで

旧

１１．９～１８．３

３．８～４４．５

０．３３２

０．４６５

越智郡玉川町大字大野字モリタ甲１３２番１から

同町大字摺木字若佐地甲１２２番４地先まで
新 １１．９～１８．３ ０．３３２

〃 横浜生名港線
越智郡生名村２２４４番地先まで

同村２２８４番地先まで

旧 ３．３～１３．８ ０．３０４

新 ４．６～１６．７ ０．３０４

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 横浜生名港線
越智郡生名村２２４４番地先まで

同村２２８４番地先まで
平成１４年３月１５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大島環状線
越智郡宮窪町大字早川５０５番１から

同大字４９５番まで

旧 ２．８～１０．０ ０．１７６

新 ２．８～１０．０
８．５～１３．４

０．１７６
０．１４６

〃 〃
越智郡宮窪町大字早川４９５番から

同大字２３７番地先まで

旧 ３．２～６．８ ０．０６４

新 ８．２～１１．０ ０．０６４
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愛媛県告示第６０４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行


愛媛県告示第６０５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行


愛媛県告示第６０６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行


愛媛県告示第６０７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大三島環状線
越智郡上浦町大字盛２７８６番地先から

同大字３１１２番地先まで

旧 ６．８～２２．８ ０．４２６

新 １８．４～３２．８ ０．４２６

〃 今治丹原線
越智郡朝倉村大字山口甲３０３番１地先から

同村大字朝倉下甲７５２番２まで

旧 ３．６～８．２ ０．９１２

新 １２．５～２７．８ ０．９１２

〃 岩城環状線
越智郡岩城村２８８３番２から

同村２８８２番２まで

旧 ６．０～９．０ ０．０４４

新 １０．５～１３．５ ０．０４４

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大三島環状線
越智郡大三島町大字浦戸２２８４番１地先から

同大字１３５５番２まで
平成１４年３月１５日

〃 〃
越智郡上浦町大字盛２７８６番地先から

同大字３１１２番地先まで
〃

〃 岩城環状線
越智郡岩城村２８８３番２から

同村２８８２番２まで
〃

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大三島環状線
越智郡大三島町大字宗方４５００番地先から

同大字３７５１番地先まで
平成１４年３月１５日
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愛媛県告示第６０８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行


愛媛県告示第６０９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局伊予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行


愛媛県告示第６１０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局伊予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ４３７号
松山市久万ノ台１４２１番１１から

同市久万ノ台乙９９番５まで

旧 ２２．３～２３．７ ０．０２５

新 ２５．４～２６．２ ０．０２５

県 道 松山港線
松山市三杉町２８７２番５５から

同町２８７２番５１まで

旧 ８．６～１０．４ ０．０１９

新 １１．６～１３．８ ０．０１９

〃 松山北条線
松山市菅沢町甲９４２番から

同町甲９１９番２まで

旧 ４．９～１０．６ ０．３９６

新 １４．０～３１．０ ０．２６０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ４３７号
松山市久万ノ台１４２１番１１から

同市久万ノ台乙９９番５まで
平成１４年３月１５日

県 道 松山港線
松山市三杉町２８７２番５５から

同町２８７２番５１まで
〃

〃 松山北条線
松山市菅沢町甲９４２番から

同町甲９１９番２まで
平成１４年３月２５日

〃 松山東部環状線
松山市三津二丁目３６４番から

同市三津一丁目８５番まで
平成１４年３月１５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 中山砥部線
伊予郡中山町大字栗田甲７１５番４から

同大字乙９２７番５地先まで

旧 ７．０～１０．４ ０．１６０

新 ９．０～４２．４ ０．１６０
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愛媛県告示第６１１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行


愛媛県告示第６１２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行


愛媛県告示第６１３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 中山砥部線
伊予郡中山町大字栗田甲７１５番４から

同大字乙９２７番５地先まで
平成１４年３月１５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 池田川崎線 喜多郡内子町大瀬南５０２７番３
旧 ５．８～７．０ ０．０２３

新 ６．６～８．７ ０．０２３

〃 〃 喜多郡内子町大瀬南５０４４番２
旧 ５．４～１３．６ ０．０９０

新 ７．０～１５．４ ０．０９０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 池田川崎線 喜多郡内子町大瀬南５０２７番３ 平成１４年３月１５日

〃 〃 喜多郡内子町大瀬南５０４４番２ 〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 内子河辺野村線

喜多郡内子町大字内子甲４１４番１から

同郡五十崎町大字古田甲１７０１番１０まで
旧

４．２～１５．０

１５．０～８７．５

０．８４０

１．１４３

喜多郡内子町大字内子甲４１４番１から

同郡五十崎町大字古田甲１７０１番１０まで

及 び

喜多郡内子町大字内子字吉田甲１９８４番６から

同郡五十崎町大字古田甲１７０１番１０まで

新

４．２～１５．０

１３．２～８７．５

０．８４０

１．１３８
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愛媛県告示第６１８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第１項の規定

に基づき、南予レクリエーション都市計画公園事業６・５・

１号丸山公園（宇和島市施行）の事業計画の変更を次のよう

に認可した。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事業施行期間

平成５年３月３０日から平成１９年３月３１日まで


愛媛県告示第６１７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行


愛媛県告示第６１４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行


愛媛県告示第６１５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行


愛媛県告示第６１６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 内子河辺野村線
喜多郡内子町内子３０７番から

同郡五十崎町大字古田甲１７０１番１まで
平成１４年３月２２日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宇和島城辺線
北宇和郡津島町大字岩渕巳６３番１地先から

同町大字増穂丁３番１地先まで

旧 ４．８～１７．０ ０．２５５

新 １５．０～１８．６ ０．２５５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 宇和島城辺線
北宇和郡津島町大字岩渕巳６３番１地先から

同町大字増穂丁３番１地先まで
平成１４年３月１５日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

西局建（開）第２６号

平成１４年２月２７日
西条市下島山字北三楽甲１３１３番８

西条市大町１７５番地の４
中 村 正 芳

西局丹土（開）第２６号

平成１４年３月４日
周桑郡丹原町大字来見甲１５６番地２及び甲２２４番地２

周桑郡丹原町大字池田１７３３番地１
丹原町長 渡 部 高 尚

��������������
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２ 事業地

� 収用の部分

宇和島市伊吹町字ショブガ坂、字カツガ平、字かつが

ひら、字カツガヒラ、字神ケ谷、字池の奥及び字近永、

和霊町字菖蒲ケ坂並びに丸穂町字新田及び字千本松地内

� 使用の部分

なし

�������

愛媛県告示第６１９号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

周桑郡小松町大字新屋敷字中町裏甲３１８番１及び甲３１８

番３

２ 申請人の住所氏名

西条市中野甲１３０８番地４

有限会社中央エステート

代表取締役 岡村 重治

３ 図面省略


愛媛県議会告示第１号
議会が管理する公文書の公開に関する規程（平成１０年１２月

愛媛県議会告示第１号）の一部を次のように改正し、告示の

日から施行する。

平成１４年３月１５日

愛媛県議会議長 山 本 敏 孝

第２条中「議会運営委員会」の下に「（以下「委員会」と

いう。）」を加える。

第５条を次のように改める。

（不服申立てに対する委員会の調査権限）

第５条 委員会は、必要があると認めるときは、議長に対し

、公開決定等に係る公文書の提示を求めることができる。

この場合においては、何人も、委員会に対し、その提示さ

れた公文書の公開を求めることができない。

２ 議長は、委員会から前項の規定による求めがあったとき

は、これを拒んではならない。

３ 委員会は、必要があると認めるときは、議長に対し、公

開決定等に係る公文書に記録されている情報の内容を委員

会の指定する方法により分類し又は整理した資料を作成し

、委員会に提出するよう求めることができる。

４ 第１項及び前項に定めるもののほか、委員会は、不服申

立てに係る事件に関し、不服申立人、参加人又は議長（以

下「不服申立人等」という。）に意見書又は資料の提出を

求めること、適当と認める者にその知っている事実を陳述

させ又は鑑定を求めることその他必要な調査をすることが

できる。

第６条を第１３条とし、第５条の次に次の７条を加える。

（意見の陳述）


公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申

請があったので、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１４年３月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

公 告

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１４年３月５日
特定非営利活動法人
愛媛シルバーサポートセンタ
ー

松 井 功 北宇和郡広見町大字永野市４７０
番地

この法人は高年齢者や障害者等の方々が任
意的な就業の機会を得て追加的収入を得る
とともに、健康を保持し生きがいを持ち地
域社会に参加できるように支援するために
高年齢者や障害者等に相応しい臨時的、短
期的な仕事を企業・家庭・公共団体等から
引き受け、それぞれに合った仕事を登録会
員に提供するとともに、地域住民に対して
理解と協力のための普及啓発、調査研究等
を行い、もって地域の振興と福祉の向上に
寄与することを目的とする。

平成１４年３月５日
特定非営利活動法人
子育てネットワークえひめ 山 本 由美子 松山市西長戸町３１７番地１

この法人は、不特定多数の個人、団体を対
象に、少子高齢化、核家族化社会を背景と
した子育てに関する様々な課題の解決に向
けて、現状の調査研究を行い、地域の人々
の活力や能力を生かした多様な子育て支援
活動を展開し、広く普及を図るとともに、
保健、福祉、社会教育、人権、環境、まち
づくり、男女共同参画、市民活動促進など
、様々な分野で活動している団体との子育
てに関するネットワーク化を図ることによ
って、子どもの健全な育成、及び共に支え
合う豊かな子育て環境と、安心して暮らす
ことのできる地域社会の実現に寄与するこ
とを目的とする。

県議会告示
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第６条 委員会は、不服申立人等から申立てがあったときは

、当該不服申立人等に口頭で意見を述べる機会を与えなけ

ればならない。ただし、委員会が、その必要がないと認め

るときは、この限りでない。

２ 前項本文の場合においては、不服申立人又は参加人は、

委員会の許可を得て、補佐人とともに出頭することができ

る。

（意見書等の提出）

第７条 不服申立人等は、委員会に対し、意見書又は資料を

提出することができる。ただし、委員会が意見書又は資料

を提出すべき相当の期間を定めたときは、その期間内にこ

れを提出しなければならない。

（委員による調査手続）

第８条 委員会は、必要があると認めるときは、その指名す

る委員に、第５条第１項の規定により提示された公文書を

閲覧させ、同条第４項の規定による調査をさせ、又は第６

条第１項本文の規定による不服申立人等の意見の陳述を聴

かせることができる。

（意見書等の送付）

第９条 委員会は、第５条第４項又は第７条の規定により不

服申立人等から意見書又は資料の提出があったときは、第

三者の利益を害するおそれがあると認めるときその他正当

な理由があるときを除き、不服申立人等（当該意見書又は

資料を提出したものを除く。）に対し、当該意見書又は資

料の写しを送付しなければならない。

（調査審議手続の非公開等）

第１０条 第２条の規定による諮問に応じて行う委員会の調査

審議の手続は、公開しない。

２ 委員会の委員は、前項の調査審議によって知り得た秘密

を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする

。

（答申書の送付等）

第１１条 委員会は、諮問に対する答申をしたときは、答申書

の写しを不服申立人及び参加人に送付するとともに、答申

の内容を公表するものとする。

（委任）

第１２条 第５条から前条までに定めるもののほか、不服申立

ての調査審議に関し必要な事項は、委員会が定める。

�������

愛媛県議会告示第２号
議会が取り扱う個人情報の保護に関する規程を次のように

定める。

平成１４年３月１５日

愛媛県議会議長 山 本 敏 孝

議会が取り扱う個人情報の保護に関する規程

（趣旨）

第１条 この規程は、愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛

媛県条例第４１号。以下「条例」という。）の規定に基づき

、議会が取り扱う個人情報の保護に関し必要な事項を定め

るものとする。

（不服申立てがあった場合の委員会への諮問）

第２条 議長は、開示決定等、訂正決定等又は削除決定等に

ついて行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）による不

服申立てがあったときは、次の各号のいずれかに該当する

場合を除き、議会運営委員会（以下「委員会」という。）

に諮問しなければならない。

� 不服申立てが不適法であり、却下するとき。

� 決定で、不服申立てに係る開示決定等（開示請求に係

る個人情報の全部を開示する旨の決定を除く。以下この

号において同じ。）を取り消し又は変更し、当該不服申

立てに係る個人情報の全部を開示することとするとき。

ただし、当該開示決定等について第三者の反対の意思が

表示されているときを除く。

	 決定で、不服申立てに係る訂正決定等（訂正請求に係

る個人情報を当該訂正請求と同一の内容で訂正する旨の

決定を除く。）を取り消し又は変更し、当該不服申立て

に係る個人情報を訂正請求と同一の内容で訂正すること

とするとき。


 決定で、不服申立てに係る削除決定等（削除請求に係

る個人情報の全部を削除する旨の決定を除く。）を取り

消し又は変更し、当該不服申立てに係る個人情報の全部

を削除することとするとき。

（諮問をした旨の通知）

第３条 議長は、前条の規定により諮問をしたときは、次に

掲げる者に対し、諮問をした旨を不服審査諮問通知書（別

記様式）により通知しなければならない。

� 不服申立人及び参加人

� 開示請求者（開示請求者が不服申立人又は参加人であ

る場合を除く。）

	 当該不服申立てに係る開示決定等について反対の意思

を表示した第三者（当該第三者が不服申立人又は参加人

である場合を除く。）

（不服申立てに対する決定）

第４条 議長は、第２条の規定による諮問に対する答申があ

ったときは、これを尊重して、速やかに、当該不服申立て

に対する決定を行わなければならない。

（再申出があった場合の委員会への諮問）

第５条 議長は、再申出があったときは、当該再申出の趣旨

に沿った処理を行おうとする場合を除き、委員会に諮問し

なければならない。

（再申出に対する処理等）

第６条 議長は、前条の規定による諮問に対する答申があっ

たときは、これを尊重して、速やかに、当該再申出に対す

る処理を行い、再申出をした者（以下「再申出者」という

。）に対し、当該処理の内容（当該再申出の趣旨に沿った

処理を行わない場合にあっては、その理由を含む。）を書

面により通知しなければならない。

（不服申立て及び再申出に対する委員会の調査権限）

第７条 委員会は、必要があると認めるときは、議長に対し

、開示決定等、訂正決定等又は削除決定等に係る個人情報

が記録された公文書の提示を求めることができる。この場

合においては、何人も、委員会に対し、その提示された公

文書の開示を求めることができない。

２ 議長は、委員会から前項の規定による求めがあったとき

は、これを拒んではならない。

３ 委員会は、必要があると認めるときは、議長に対し、開
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示決定等、訂正決定等又は削除決定等に係る個人情報の内

容を委員会の指定する方法により分類し又は整理した資料

を作成し、委員会に提出するよう求めることができる。

４ 第１項及び前項に定めるもののほか、委員会は、不服申

立て又は再申出に係る事件に関し、不服申立人、参加人、

再申出者、議長その他関係人に意見書又は資料の提出を求

めること、適当と認める者にその知っている事実を陳述さ

せることその他必要な調査をすることができる。

（意見の陳述）

第８条 委員会は、不服申立人、参加人又は議長（以下「不

服申立人等」という。）から申立てがあったときは、当該

不服申立人等に口頭で意見を述べる機会を与えなければな

らない。ただし、委員会が、その必要がないと認めるとき

は、この限りでない。

２ 前項本文の場合においては、不服申立人又は参加人は、

委員会の許可を得て、補佐人とともに出頭することができ

る。

（意見書等の提出）

第９条 不服申立人等は、委員会に対し、意見書又は資料を

提出することができる。ただし、委員会が意見書又は資料

を提出すべき相当の期間を定めたときは、その期間内にこ

れを提出しなければならない。

（委員による調査手続）

第１０条 委員会は、必要があると認めるときは、その指名す

る委員に、第７条第１項の規定により提示された公文書を

閲覧させ、同条第４項の規定による調査をさせ、又は第８

条第１項本文の規定による不服申立人等の意見の陳述を聴

かせることができる。

（意見書等の送付）

第１１条 委員会は、第７条第４項又は第９条の規定により不

服申立人等から意見書又は資料の提出があったときは、第

三者の利益を害するおそれがあると認めるときその他正当

な理由があるときを除き、不服申立人等（当該意見書又は

資料を提出したものを除く。）に対し、当該意見書又は資

料の写しを送付しなければならない。

（調査審議手続の非公開等）

第１２条 第２条又は第５条の規定による諮問に応じて行う委

員会の調査審議の手続は、公開しない。

２ 委員会の委員は、前項の調査審議によって知り得た秘密

を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする

。

（答申書の送付等）

第１３条 委員会は、諮問に対する答申をしたときは、答申書

の写しを不服申立人及び参加人に送付するとともに、答申

の内容を公表するものとする。

（委任）

第１４条 第７条から前条までに定めるもののほか、不服申立

て又は再申出の調査審議に関し必要な事項は、委員会が定

める。

（補則）

第１５条 この規程に定めるもののほか、議会が取り扱う個人

情報の保護については、知事が取り扱う個人情報の保護に

関する規則（平成１４年愛媛県規則第１号）の規定の例によ

る。

附 則

この規程は、平成１４年４月１日から施行する。
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別記様式（第３条関係） 不服審査諮問通知書

不服審査諮問通知書

第 号

年 月 日

様

愛媛県議会議長 �

次の異議申立てについては、議会運営委員会に諮問をしました。

異議申立年月日 年 月 日

異議申立ての対象

となった決定

年 月 日 第 号

（異議申立てに係る個人情報の内容）

諮問をした年月日 年 月 日

主 務 課

電話番号 （ ） － 内線

平成１４年３月１５日 印刷
平成１４年３月１５日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円３１２
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